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Ⅰ 組織と事務分掌 

 

 

 

 

  

事務分掌 

⑴ 総務部の行政に関し調整を行うこと。 

⑵ 議会に関する事務の総合調整を行うこと。 

⑶ 栄典、表彰及び儀式典礼に関すること。 

⑷ 行政区域に関すること。 

⑸ 行財政改革の総括を行うこと。 

⑹ 公印を制定し、及びその管守を統括すること。 

⑺ 公文書類の接受、発送及び保存を行うこと。 

⑻ 条例案その他の文書の審査を行うこと。 

⑼ 条例、規則その他の文書の公布及び公告を行うこと。 

⑽ 訴訟その他の争訟事務に関すること。 

⑾ 庁舎の管理に関すること。 

⑿ 情報公開及び個人情報の保護に関し、総合的企画及び総括を行うこと。 

⒀ 市長の資産公開に関すること。 

⒁ 行政手続に関し、総括すること。 

⒂ 公平委員会に係る予算の執行に関すること。 

⒃ 一般財団法人諫早市施設管理公社に関すること。 

⒄ 前各号に掲げるもののほか、総務部の事務で他課の所掌に属しないもの。 

⑴ 危機管理の総合調整及び対策に関すること（他部の所掌に属するものを除く。）。 

⑵ 防災会議及び地域防災計画に関すること。 

⑶ 災害警戒本部及び災害対策本部の設置運用に関すること。 

⑷ 国民保護計画に関すること。 

⑸ 国土強靭化地域計画に関すること。 

⑹ 防災訓練に関すること。 

⑺ 防災知識の普及及び啓発に関すること。 

⑻ 消防に関すること。 

⑴ 市長及び副市長の秘書に関すること。 

⑵ 市政に関する広報及び広聴事務に関し総合的企画及び調整を行うこと。 

⑶ 市報を発行すること。 

⑷ 市政概要その他の広報刊行物の編集発行に関すること。 

⑸ ホームページ及びソーシャル・ネットワーキング・サービスの管理に関すること。 

⑹ 報道機関等との連絡調整に関すること。 

総
務
部 

 

総
務
課 
危
機
管
理
課 

秘
書
広
報
課 

職
員
課 

⑴ 市の行政組織及び職員定数に関し総合調整を行うこと。 

⑵ 事務改善に関し、総合的企画及び総括を行うこと。 

⑶ 特別職の報酬等に関すること。 

⑷ 職員の職階、任免、給与、分限、懲戒、服務その他人事に関すること。 

⑸ 職員の災害補償に関すること。 

⑹ 職員の教養、訓練その他能率増進に関すること。 

⑺ 職員の保健その他福利厚生に関すること。 
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⑴ 情報化の推進に関すること。 

⑵ 事務の電算処理及び電算化に関すること。 

⑶ ＯＡ機器の利用の促進及びＯＡ化の実施に関すること。 

⑷ デジタルトランスフォーメーションに関すること。 

⑸ 行政デジタル化に関し総合的な企画及び調整を行うこと。 

⑹ 前各号に掲げるもののほか、行政デジタル化の推進に関すること。 

 

デ
ジ
タ
ル
推
進
課 
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Ⅱ 概況 

平成１７年３月１日、諫早市・多良見町・森山町・飯盛

町・高来町・小長井町が合併し、新たな「諫早市」が誕

生しました。新市に有する特色ある地域資源を生かし

ながら、将来に夢のあるまちづくりの実現のため数々

の施策に取り組んでいます。 

総務部は、５課で構成され、総務、危機管理、秘書広

報、職員管理、情報システム業務などに関する事項を

分掌し、市政の円滑な推進に努めています。 

 

主要施策 

⑴ 円滑な行政運営の推進 

栄典事務、法令事務、文書管理事務、情報公開・個人

情報保護事務、庁舎管理事務等を所掌し、円滑な行政

運営を推進します。 

 

⑵ 危機管理体制の整備 

近年、全国各地で頻発し激甚化する傾向にある自然

災害等への対応を強化し、危機管理体制に万全を期す

ため、種々の事業の実施に取り組みます。 

 

⑶ 広報広聴活動の推進 

行政と市民を結ぶ「広報諫早」をはじめ、各種メディ

アを利用して市民生活に密着した情報を提供します。

また、各報道機関との連携を図り、市政情報の伝達に

努めます。 

さらに、市民提案箱などにより、市政に対する市民

からの意見を聞き、より開かれた市政を推進していき

ます。 

 

⑷ 市行政組織の統括 

市事務施行体制の強化、円滑化を図るために職員

の各種研修を進めるとともに事務改善を推進します。 

 

⑸ 情報システムの運用、デジタル化の推進 

市行政事務の効率化を推進するために、コンピュー

タ機器の更新、ネットワークなどの整備を行いながら、

情報システムを運用しています。 

また、急速に進展する情報通信技術の動向を踏まえ、

地域情報化に取り組んでいます。 

さらに、市民の利便性向上と行政の効率化を図るた

め、デジタル技術やデータを活用して、行政サービス

を変革させるデジタル・トランスフォーメーション（DX）

を推進しています。 

 

 

１ 諫早市公平委員会 

⑴ 目的と職務 

 地方公務員法の完全な実施を確保し、その目的を達成するため同法第８条第２項に掲げる「職員の給与、勤務

時間その他の勤務条件に関する措置の要求を審査し、判定し、及び必要な措置を執ること。」、「職員に対する不

利益な処分についての審査請求に対する裁決をすること。」、「職員の苦情を処理すること。」、「その他法律に基

づきその権限に属せしめられた事務」を処理する。 

⑵ 委 員 の 数 ３人 

⑶ 構 成 
人格が高潔で、地方自治の本旨及び民主的で能率的な事務の処理に理解があり、かつ、人事行政に関し識見を

有する者のうちから、議会の同意を得て、市長が選任した者 

⑷ 委員の任期 ４年 

⑸ 委 員 名 委員長 圓能寺 貞子   委員長職務代理者 御所 政久   委員 久林 康子 

２ 情報公開制度・個人情報保護制度 

情報公開制度は、開かれた市政の推進を図り、市民の市政に対する理解と信頼を深めることを目的として、個人情報保

護制度は、市が保有する個人情報の適正な取扱いを確保し、個人の権利利益を保護することを目的として実施しています。 

また、市政情報コーナーでは、情報公開制度及び個人情報保護制度の総合窓口として請求手続の案内、相談等を行って

いるほか、本市が発行した刊行物を備えて情報の積極的な提供に努めています。 
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⑴ 情報公開請求状況 

区  分 Ｒ４年度 Ｒ５年度 Ｒ６年度 

公開請求件数 1３５件 １５０件 １４８件 

全 部 公 開 １２６件 １２８件 １３０件 

部 分 公 開 ５件 １５件 １２件 

非 公 開 
（不存在、存否応答拒否等を含む） 

３件 ４件 ５件 

取 下 げ １件 ３件 １件 

 

⑵ 個人情報開示請求の状況 

区  分 Ｒ４年度 Ｒ５年度 Ｒ６年度 

開示請求件数 ６件 ６件 ３件 

全 部 開 示 ２件 ３件 ０件 

部 分 開 示 ３件 ３件 ２件 

不 開 示 
（不存在、存否応答拒否等を含む。） 

１件 ０件 １件 

取 下 げ ０件 ０件 ０件 

 

⑶ 情報公開制度・個人情報保護制度に係る審査請求の状況 

区  分 Ｒ４年度 Ｒ５年度 Ｒ６年度 

審査請求件数 ０件 ０件 ０件 

認 容 ０件 ０件 ０件 

一 部 認 容 ０件 ０件 ０件 

棄 却 ０件 ０件 ０件 

却 下 ０件 ０件 ０件 

審 理 中 ０件 ０件 ０件 

⑷ 市政情報コーナーの利用人数（延べ人数） 

区   分 Ｒ４年度 Ｒ５年度 Ｒ６年度 

利用人数 ８８人 １１７人 ９３人 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

３ 常備消防 

⑴ 県央地域広域市町村圏組合の消防本部 

① 組織 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

多良見分署 

飯盛分署 

高来分署 

西諫早分署 

消防総務課 

予防指導課 

警防救急課 

通信指令課 

消
防
本
部 

組合議会 

管理者 

監査委員 

宮小路分署 

久原分署 

消防長 

諫早消防署 

大村消防署 

小浜消防署 

愛野分署 

雲仙分駐所 
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② 消防職員数と車両等配備数 

令和７年４月１日現在 

 

配
置
人
員 

無線局 消防車両（台） 

固
定
局
及 

び
基
地
局 

移
動
局 

ポ
ン
プ
車 

タ
ン
ク
車 

は
し
ご
車 

化
学
車 

救
助 

工
作
車 

高
規
格 

救
急
車 

広
報
車 

指
揮
車 

資
器
材 

搬
送
車 

人 
 

員 

輸
送
車 

消 防 本 部 

諫早消防署 

西諫早分署 

多良見分署 

飯 盛 分 署 

高 来 分 署 

有喜機関員派出所 

諫早市外の署・分署 6 カ所 

４３ 

４７ 

1３ 

1３ 

1３ 

1３ 

（1） 

１１６ 

5 

 

 

 

 

 

 

1 

１４ 

41 

10 

11 

10 

11 

5 

107 

 

2 

 

1 

1 

1 

 

6 

 

1 

1 

 

 

 

 

2 

 

1 

 

 

 

 

 

3 

 

 

 

 

 

 

 

1 

 

2 

 

 

 

 

 

2 

１ 

2 

1 

1 

1 

1 

 

7 

 

2 

 

 

 

1 

 

5 

1 

1 

 

 

 

 

 

2 

1 

 

 

 

 

 

 

1 

1 

計 ２５８ 6 ２０９ 11 4 4 1 4 １４ 8 4 2 1 

※有喜機関員派出所の配置人員は、再任用者を交代で 1 名派遣している。 

 

③ 消防庁舎 

令和７年４月１日現在 

 所在地 建築面積（延べ） 建築構造 完成 

消 防 本 部 

諫 早 消 防 署 

西 諫 早 分 署 

多 良 見 分 署 

飯 盛 分 署 

高 来 分 署 

有喜機関員派出所 

鷲崎町２２１番地１ 

鷲崎町２２１番地１ 

馬渡町１０番地１ 

多良見町化屋１８００番地 

飯盛町開１２９３番地５７ 

高来町水ノ浦３６７番地１２ 

松里町５６番地１ 

5,710.89 ㎡ 

5,710.89 ㎡ 

398.56 ㎡ 

134.34 ㎡ 

４９６．９３㎡ 

５４３.２0 ㎡ 

157.28 ㎡ 

鉄筋コンクリート造５階建 

鉄筋コンクリート造５階建 

鉄筋コンクリート造２階建 

鉄筋コンクリート造平屋建 

鉄筋コンクリート造平屋建 

鉄筋コンクリート造平屋建 

第１７分団研修所に併設 

平成２７年２月２６日 

平成２７年２月２６日 

平成６年５月１７日 

昭和４８年３月６日 

平成１４年１月２１日 

令和６年８月２０日 

平成２５年３月１３日 

 

⑵ 火災・救急の現況  

① 市内の火災発生の推移 

     各年１２月３１日現在 

 Ｒ４年 Ｒ５年 Ｒ６年 

1.出火件数 

建物火災 

林野火災 

車両火災 

船舶火災 

その他火災 

2.建物焼損面積 

3 林野焼損面積 

4.焼損棟数 

5.罹災世帯数 

6.罹災人員 

7.死者 

8.傷者 

9.火災損害額 

５７件 

２７件 

２件 

２件 

０件 

２６件 

2,528 ㎡ 

３３a 

４５棟 

２９世帯 

８１人 

４人 

１０人 

140,233 千円 

３９件 

２１件 

１件 

３件 

０件 

１４件 

１，３８７㎡ 

２a 

２３棟 

１５世帯 

４２人 

２人 

４人 

８１，７９４千円 

４３件 

２０件 

０件 

４件 

１件 

１８件 

２，２４９㎡ 

０a 

３５棟 

１６世帯 

６１人 

２人 

４人 

４３，７４５千円 

 

② 市内の火災原因 

A 火災の出火原因 

令和６年１２月３１日現在 

全火災 Ｒ６年 

１位 

２位 

３位 

たき火 

たばこ 

こんろ                 

１０件 

３件 

２件 

 その他の原因 ２８件 

計 ４３件 

 

令和６年１２月３１日現在 

                                        

建物 Ｒ６年 

１位 

１位 

１位 

こんろ 

灯火 

放火（疑い含む） 

２件 

２件 

２件 

 その他の原因 １４件 

計 ２０件 
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③  火災出動の推移 

各年１２月３１日現在 

区分 Ｒ４年 Ｒ５年 Ｒ６年 

消
防
署 

火災出動回数 

〃   人員 

５７件 

７５８人 

３９件 

４３３人 

３６件 

４８０人 

消
防
団 

火災出動回数 

〃   人員 

５１回 

2,05４人 

２８回 

1,075 人 

２６回 

９２５人 

 

 

 

 

 

④  救急出動の推移 

各年１２月３１日現在 

区分 Ｒ４年 Ｒ５年 Ｒ６年 

火災事故 

自然災害 

水難事故 

交通事故 

労働災害 

運動競技 

一般負傷 

加害 

自損行為 

急病 

その他 

８件 

０件 

１件 

３６４件 

４２件 

６６件 

９８７件 

１４件 

４８件 

3,８８４件 

９８５件 

３件 

１件 

７件 

３０２件 

４２件 

５４件 

１，０５９件 

１１件 

５７件 

４，２０１件 

９３５件 

３件 

０件 

４件 

３７２件 

５５件 

６５件 

１，０８８件 

１１件 

４３件 

４，３６９件 

９１７件 

計 
6,３９９件 

（5,９２８人） 

６，６７２件 

（６，０６８人） 

６，９２７件 

（６，３７１人） 

 

４ 非常備消防 

⑴ 消防団 

① 組織 

 

 

 

 

② 分団の設備等 

令和７年４月１日現在 

区分 分団数 実 数 研修所 
消 防 

ポンプ車 

可搬式小型 

ポンプ積載車 

可搬式小型 

動力ポンプ 
救命ボート 

本 部 

諫 早 地 域 

多良見地域 

森 山 地 域 

飯 盛 地 域 

高 来 地 域 

小長井地域 

 

９分団（２７部） 

２分団（１５部） 

２分団（７部） 

２分団（９部） 

４分団（１１部） 

１分団（７部） 

２５人 

４２６人 

２１５人 

１７３人 

２２８人 

１２４人 

１１０人 

 

２９カ所 

１５カ所 

７カ所 

９カ所 

１１カ所 

７カ所 

 

１７台 

３台 

０台 

１台 

３台 

０台 

 

１４台 

１３台 

７台 

８台 

８台 

７台 

 

３１台 

１６台 

７台 

９台 

１２台 

７台 

 

３台 

０台 

１台 

２台 

１台 

０台 

計 ２０分団（７６部） １，３０１人 ７８カ所 ２４台 ５７台 ８２台 ７台 

※条例定数は１,７００人 

 

⑵ 防火クラブの結成状況 

各年度４月１日現在 

 R６年度 R７年度 

女性防火クラブ 

幼年消防クラブ 

少年消防クラブ 

１３クラブ 

５８クラブ 

１３クラブ 

５６４人 

 5,０１４人 

３４７人 

１２クラブ 

５８クラブ 

１４クラブ 

５５４人 

5,０１４人 

４６７人 

団   長 
分 団 長 

副分団長 
副 団 長 本部分団長 

部   長 

副 部 長 

班   長 

団   員 
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５ 消防施設整備 

⑴ 消防水利整備事業 

① 消火栓の整備状況 

令和７年４月１日現在 

総数 ２，９９７基 

地
域
別
の
内
訳 

諫 早 

多良見 

森 山 

飯 盛 

高 来 

小長井 

１，７７８基 

２４６基 

２１４基 

１６６基 

４１８基 

１７５基 

② 防火水槽の整備状況 

令和７年４月１日現在 

総数 １，０１４基 

地
域
別
の
内
訳 

諫 早 

多良見 

森 山 

飯 盛 

高 来 

小長井 

３９５基 

１６２基 

１０２基 

９４基 

１２９基 

１３２基 

 

 

６ 市政広報広聴事業 

⑴ 広報事業 

① 広報諫早発行 

市の政策情報やまちの話題などを総合広報誌とし

て発行しています。Ａ４判（前頁フルカラー）、毎月２０

日発行 

② ホームページ 

市民生活に関わりが深い行政情報などを、ホーム

ページを通してタイムリーに提供しています。また、諫

早市を市外へＰＲするための有効な手段としてさまざ

まな情報発信を行っています。 

※ホームページアドレス  

https://www.city.isahaya.nagasaki.jp/ 

③ SNS 

フェイスブック、LINE、ユーチューブ、インスタグラ

ムを活用し、市政情報やイベント情報をタイムリーに発

信しています。 

④ NBC データ放送システム 

テレビのデータ放送の情報発信機能を使い即時性

の高い情報を発信しています。 

⑤ 新聞広報 

長崎新聞ながさき生活応援誌「とっとってｍｏｔｔ

ｏ！」に月１回（第４金曜日）市内のイベント情報などを

掲載しています。 

⑥ 音声・点字の市報発行 

ボランティア団体「諫早コスモス音声訳の会」・「点

訳友の会ムッツゴロ」が「広報諫早」を録音したＣＤや

点字紙を目の不自由な人に届けています。 

⑦ 市政概要作成 

市が保有する市政情報を、統計的なデータとして記

録しています。 

⑧ パブリシティ活動（諫早市政記者クラブ） 

市政情報をいち早く発信するため、諫早市政記者

クラブに市の情報を提供しています。 

朝日新聞、ＮＨＫ、長崎新聞、西日本新聞、毎日新聞、

読売新聞、ＮＢＣ、ＫＴＮ、ＮＣＣ、ＮＩＢ、諫早ケーブルメ

ディア、共同通信の１２社が加盟。 

 

⑵ 広聴事業 

本庁・各支所及び出張所に市民提案箱を設置し、質

問・要望などに対しては面談や文書で回答しています。 

また、ホームページ上に広聴用の問い合わせフォーム

を開設し、市民や外部からの提案や質問に回答していま

す。 

 

 

７ 情報システム 

⑴ 情報システムの管理・運用 

コンピュータ機器とデータの高度利用により、事務の

効率化を図ります。また、ネットワークなどの情報基盤の

整備を進めています。 

① 基幹業務システム 

住民記録、税情報などの基幹業務システムを汎用

機（ホストコンピュータ）からオープンパッケージシス

テムに再構築し、令和５年１月から運用しています。ま

た、マイナンバー情報連携にも対応し、各地方公共団

体からの情報照会・提供ができるようになっています。 

令和７年度には、国が示す標準仕様に準拠したシス

テムへの移行を予定しており、現在、本稼働に向けた

準備を進めています。
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② 内部管理系システム 

行政内部の事務を効率化するためのシステムを運

用しています。 

文書管理システムや財務会計システム、さらに電子

メール、スケジュール管理、情報共有等が行えるソフ

トウェア（グループウェア）やチャットツール等を導入し、

事務効率の向上とペーパーレスの推進を行っていま

す。 

③ その他システム等 

庁内ネットワークシステム、公衆無線ＬＡＮ、統合型

地理情報システムなど、①②以外のシステムや機器の

運用管理等を行っています。 

 

⑵ 情報セキュリティ対策 

コンピュータ機器の監視、ネットワーク環境の分離、二

要素認証の導入などのデータ保護対策を行っています。 

また、諫早市情報セキュリティ対策規程に基づき、職

員へのセキュリティ研修の実施、各種システムやインター

ネット・Ｅメールなどの適正な利用を行っています。 

 

⑶ 地域情報化 

公共施設を結ぶ高速通信回線網を管理しています。

一部を民間事業者へ開放し、地域間格差の是正を行って

います。 

 

 

８ デジタル・トランスフォーメーション（ＤＸ） 

⑴ 諫早市ＤＸ推進計画 

昨今の社会情勢や、国からの自治体へのＤＸ化の推進

要請等を踏まえ、本市におけるＤＸを着実に推進するた

め、令和５年３月に「諫早市ＤＸ推進計画」を策定しまし

た。 

「諫早市ＤＸ推進計画」における４つの基本方針 

①市民目線による利便性の高い市民サービスを提供する 

②地域社会の豊かで安全な暮らしを実現する 

③業務の効率化を推進する 

④徹底した情報セキュリティ対策を講じる 

⑵ デジタル推進事業 

① 行政手続等のオンライン化 

マイナンバーカードを活用し、国が運営する「マイナ

ポータル」から、子育て・介護に関する手続きや、転

出・転入予約手続きが行えるほか、長崎県及び県内他

市町共同で導入した「汎用的電子申請システム」によ

り、職員採用試験や水道使用申込などの各種手続き

のオンライン化を進めています。 

② 諫早市デジタルマップ（地図情報サービス） 

市が保有する道路台帳図や開発箇所図、都市計画

図などの行政情報や公共施設の情報などを地図上で

閲覧するサービス「諫早市デジタルマップ」をインター

ネット上で公開しています。 

③ RPA※の活用 

パソコン上での単純な定型作業を自動化するソフト

ウェア「RＰA」を活用し、業務の効率化を進めていま

す。 

※RPA・・・Robotic Proｃess Automation(ロボテ

ィック・プロセス・オートメーション）の略 

④ ＡＩの活用 

申請書などに記入された手書き文字を文字データ

に変換する「ＡＩ－ＯＣＲ」や、会議等の音声を文字デー

タに変換する「ＡＩ音声文字起こしツール」などのＡＩを

組み込んだツールを活用し、データ入力や議事録作成

など事務作業の効率化を図っています。 

また、入力した情報に応じ、自然な文章を作成する

「生成ＡＩ」の活用についても検討を行っています。 

⑤ スマートフォン教室の開催 

デジタルデバイド（情報格差）対策として、令和３年

度から総務省の「デジタル活用支援推進事業」などを

活用し、民間事業者と連携して公民館等でスマートフ

ォン教室を開催しています。 

○年度別開催状況 

年度 会場数 開催回数 受講者数 

R3 １５会場 ３０回 ２２３人 

R4 ９会場 ２４回 ２２１人 

R5 １４会場 ４４回 １８６人 

R6 ４会場 １１回 １４１人 

合計 － １０９回 ７７１人 
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９ 人事管理 

⑴ 職員数・給与 

① 職員数の推移                                                  各年度４月１日現在（単位：人） 

 R５年度 R６年度 R７年度 R７年度４月定数※ 

議 会 事 務 局 ９ ９ ９ ９ 

市 長 事 務 部 局 ７０２ 734 735 ７６４ 

上 下 水 道 局 ７７ 78 78 ９０ 

選挙管理委員会 ５ ５ ５ ５ 

監査委員事務局 ４ ４ ４ ５ 

教 育 委 員 会 ７７ ７6 ７6 １３８ 

農 業 委 員 会 ８ ８ 9 ９ 

計 ８８２ 914 916 1,020 

※諫早市職員定数条例により定めた職員数 

 

①  職員の給料 

A 平均給料額                                                        令和７年４月１日現在 

 人員（人） 平均給料（円） 平均年齢 

一 般 行 政 職 

税 務 職 

薬剤師・医療技術職 

看 護 ・ 保 健 職 

福 祉 職 

企 業 職 

技 能 労 務 職 

教 育 職 

700 

５2 

4 

33 

２7 

７8 

5 

１7 

 332,491 

303,742 

329,425 

289,497 

289,452 

298,082 

252,820 

393,132 

43 歳 5 月 

38 歳 0 月 

42 歳 7 月 

35 歳 4 月 

３5 歳 4 月 

３7 歳 6 月 

５5 歳 11 月 

45 歳 2 月 

計 916 325,788 42 歳 2 月 

B ラスパイレス指数※ 

令和６年度 97.3 

※国家公務員の給与を１００とした場合の給与水準指数 

③ 特別職の職員の給料・報酬 

A 給料（月額）                                                  令和７年４月１日現在（単位：円） 

市長 副市長 教育長 上下水道事業管理者 

960,000 780,000 675,000 675,000 

B 報酬（職員関係を除く） 

令和７年４月１日 

職名 報酬の額（円）  職名 報酬の額（円） 

教 育 委 員 会 委 員 

選挙管理委員会委員長 

選 挙 管 理 委 員 会 委 員 

臨 時 選 挙 管 理 委 員 

公 平 委 員 会 委 員 長 

公 平 委 員 会 委 員 

代 表 監 査 委 員 

監査委員（識見を有する者） 

監 査 委 員  （ 議 員 ） 

農 業 委 員 会 会 長 

農 業 委 員 会 会 長 代 理 

農 業 委 員 会 委 員 

固定資産評価審査委員会委員 

専 門 委 員 

附属機関の構成員（臨時委員を除く）  

（月） 

（〃） 

（〃） 

（日） 

（〃） 

（〃） 

（月） 

（〃） 

（〃） 

（〃） 

（〃） 

（〃） 

（日） 

（月） 

（日） 

51,000 

44,000 

27,000 

6,000 

8,600 

8,600 

210,000 

140,000 

60,000 

58,000 

32,000 

30,000 

8,600 

200,000 

6,000 

 

選挙長 

投票管理者 

開票管理者 

投票立会人 

開票・選挙立会人 

情報公開・個人情報保護審査会委員 

障害程度区分認定審査会委員 

介護認定審査会委員 

消防団団長 

消防団副団長 

消防団分団長 

消防団副分団長 

消防団部長 

消防団班長 

消防団団員 

（日） 

（〃） 

（〃） 

（〃） 

（〃） 

（〃） 

（〃） 

（〃） 

（年） 

（〃） 

（〃） 

（〃） 

（〃） 

（〃） 

（〃） 

10,800 

12,800 

10,800 

10,900 

8,900 

8,600 

17,500 

17,500 

82,500 

69,000 

50,500 

45,500 

37,000 

37,000 

36,500 
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⑵ 職員研修 

職員の公務能率の向上と地方分権に対応するため

の能力開発を目指して、階層別研修、専門研修、外部

への派遣研修及び自己啓発のための自主研修、職場

内研修等を下記研修体系に基づき計画・実施している。 

 

 

研修体系 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

職場研修 

職場外研修 集合研修 

管理職員研修 

初級職員研修 

中堅職員研修 

監督職員研修 

階層別研修 

専門研修 政策提案研究グループ研修、事務改善研究グループ研修、交通

安全研修、メンタルヘルス研修、ハラスメント研修、不当要求行

為等対策研修 

一般研修 派遣研修 自治大学校、市町村アカデミー、全国建設研修センター、国土交

通省九州地方整備局管内研修、長崎県建設技術研究センター、

市町職員研修センター、中都市経営研究会 

国県等実務研修 

自主研修 自己啓発への支援（通信教育を含む。） 
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